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Ⅰ 経営戦略（料金改定案）の概要について

１．検討の経過

●水道料金は、向こう３年から５年の総括原価（事業に必要な経費）に照らして料金水準を定めることとされており、常に経
営状況に照らして検討をしてきました。

①平成２６年度から自己資金残高が減少傾向となり、
料金水準の見直しについて内部的検討を開始。

≪前回料金改定（H22）以降の検討経過≫

②収納率向上等の経営努力および、財政運営を改善
することにより自己資金残高が改善に転じた。
③令和２年度頃から、コロナ禍による経済低迷や物
価高騰により、再び減少傾向に。コロナ収束の見通
しや、各種経済支援対策の効果等を見極め。

④コロナ禍が収束（５類指定）したことを受け、令
和４年11月に第三者機関に「上下水道事業の安定的
な経営維持のための経営戦略策定について」の諮問
を行い、本格的な議論を開始。

【第三者機関による審議】
(佐世保市上下水道事業経営検討委員会）

R4年11月～R6年11月 諮問・現地視察等
R6年12月～R7年 7月 審議（計４回）

R7年7月15日 答 申

【市議会への説明・報告】

≪都市整備委員会(協議会)≫ R7年7月29日～30日(２日間）

≪各会派への説明会≫ R7年8月12日～27日

●第三者機関では現地視察等を経て、昨年１２月から複数回に分けて、慎重審議を重ね、本年７月に答申が示されました。
●その後、第三者機関への説明や議論・答申の内容について、市議会に対して説明・報告を行ってまいりました。

R4年11月8日 諮問
水道事業経営戦略及び下水道事業経営戦略について

コロナ禍
（経済低迷⇒収益悪化）

物価高騰
（経費の増加）
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自己資金等の実績表
（財務課さんヨロシク！）
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２．経営戦略（料金改定案）の主な内容

７月の協議会においてご説明差し上げました、経営検討委員会資料を基に、主な要点について次頁以降に、改めてQ＆A
形式でご説明差し上げます。

主に、経営検討委員会第１回審議における現状と課題について説明します。

投資・財政の各項目における取組み内容を説明します。
（第１回審議の経営目標、第２回審議の投資計画、第三回審議の財政計画の内
容を要約）

第３回審議～第５回審議（答申）の内容のうち、現行料金水準に大きな影
響を与えてきた要因について説明します。

第４回審議（料金体系）で説明した、節水型経営からの脱却にかかる内容
について説明します。

答申書に対する本市の対応方針を説明します。

（現状・課題）

（検討の内容）

（過去の経過）

（目指す方向性）

（今後の対応）

↓

↓

↓

↓

関心が高い石木ダム事業の経営戦略における役割について、第１回～第５
回で議論された内容をまとめて説明します。 ↓

↓Q 石木ダム建設事業と料金改定の関係は？
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Q なぜ、水道料金の改定(値上げ)が必要なのか？

本市は、他都市と比べて多数の施設を抱えており、今後、老朽化により一斉に更新時期を迎えます。
一方で、人口減少が進んでおり、少ない人口で多くの施設を支えていかざるを得ない状況です。A

高度成長期から平成初
頭にかけて集中整備さ
れた水道施設が今後一
斉に更新する時期を迎
えます。一斉更新時期
を乗り越えるため、今
後１０年間は基幹施設
を優先した施設更新を
行います。

一方で、現在は人
口減少社会となり、
施設更新の財源であ
る水道料金収入も減
少を続けています。

給水人口は10年で約１割減少

水道施設は面的なネットワークで整備されている
のに対して、人口はスポンジ状に減少しているため、
人口が減ったからといって、直ちに水道施設の整備
範囲を縮小することはできません。

水道供給を維持していくた
めには、今後、少ない人口で
施設の更新・整備を進めてい
かなければならない時代と
なってきており、全国的に、
その財源確保が課題となって
います。
本市においても新たな財源

確保のため水道料金の改定に
ついて妥当なものという答申
をいただきました。

本市は、市域の殆どを複雑に入り組んだ
斜面地で構成されており、高部地区にも多
数の住居等が存在するため、他都市と比べ
多くの水道施設を必要としています。

高部地区に圧送するためのポンプ所
や配水池が多数必要となる。
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≪給水人口・給水収益の実績≫ ≪水道施設数の全国比較≫

※全国の給水人口類似団体全６５団体の
うち上位３０団体を表記したもの

資料

※給水収益は、コロナ禍を除くと下降トレンド
となっています。
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Q 料金の改定幅を抑える努力をしたのか？ ①継続的な経営努力

継続的な経営努力、将来の投資額の最小化、最小限の財源確保など、水道事業のできうる限り圧縮し
たうえでお願いするものです。A

①継続的な経営努力 … コスト削減や収益性の向上、料金以外の収益確保等に努めてきました。

水道局では、市民負担の最小化を図るため、まずは公営企業としての企業努力・自助努力が重要であることから、
毎年継続的な取組みとして、経費の削減や水道料金以外の収益確保等に取り組んできました。

≪民間委託や合理化・効率化等による人件費の削減≫

≪料金収納率や漏水対策による収益性の向上≫ ≪水道料金以外の収益確保≫

民間に任せることが可能な
ものは全て委託化、出先施設
の統合等、継続的取組として
進めてきました。

料金収納率や有効率（漏水対策）の向上に努め、収益性を高める取組みを進め
てきました。

遊休資産の売却などの水道料金以外の収益
確保に取り組んできました。
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≪民間委託等による人員削減の実績≫ ≪料金外収入の実績≫

←前回
改定
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前回改定以降は
39名減

-32

-39



②将来の投資額の最小化

既存の老朽施設を、そのまま更新するので
はなく、更新に合わせて積極的に統廃合を行
うことで施設数の削減を図っていきます。ま
た、更新に際しては、人口減少に応じたダウ
ンサイジングを図ります。
これらにより、長期計画的に、将来の更新

需要（投資額）の総額を削減していきます。

ただし、北部エリアに点在する小規模浄水場を廃止するためには、
佐世保地区からの送水を可能とする必要があります。
水源不足の現状では、北部エリアに送水する水源がありませんので、

まずは早期に水源確保を行うことが前提条件となります。

また、限界まで長く施設を使用（長寿命化）し、ライフサ
イクルコストの低減を図り、さらなる投資額の削減と平準化
を図ります。

≪ダウンサイジング≫

≪長寿命化の考え方≫

… 統廃合やダウンサイジングを進め、長期計画的に数を減らしていきます。

≪統廃合≫

これらの取組みにより、向こう20年間の事業費を900
億円以上削減します。

内、今回の３年間
約199億円

料金の改定幅を抑える努力をしたのか？ ②将来の投資額の最小化Q
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【算定期間（３年）の主な事業と事業費】

○水源確保にかかる事業 … 約18.7億円
・第九期拡張事業（石木ダム負担金） … 約15.2億円
など

石木ダムの令和１４年度完成に向けて確実な進捗を図
ります。
同事業は、施設の統廃合により将来の投資額の削減を

図るための前提条件となる事業で、老朽ダム（取水設
備）の更新・改修に着手するうえでも不可欠な事業です。

老朽化した基幹施設の更新を行うとともに、施設の統
廃合等の再構築により、将来の投資額の削減を図るため
に必要な基盤整備事業で、優先して取り組む必要があり
ます。

⾧寿命化によりライフサイクルコストの低減を図るた
めに必要な事業です。（モニタリングの強化や事後保全
対応の効率化）

老朽化した基幹施設の更新を行うもので、先送りの余地
がない“待ったなし”の更新事業です。

山の田水系水道施設統合事業

菰田導水管整備事業歌ケ浦貯水池洪水吐改修事業

○更新需要削減にかかる事業 …約71.9億円
・広田水系基幹管路更新事業 … 約37.6億円
・山の田水系水道施設統合事業 … 約11.7億円
・北部エリア送水管整備事業 … 約18.9億円
など

○リスクマネジメントにかかる事業 … 約13.0億円
・施設修繕費 … 約10.0億円
など

○安全性確保にかかる優先事業 …約80.6億円
・導水管更新事業 … 約20.7億円
・老朽化（上水）施設対策事業 … 約36.4億円
など
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③最小の財源確保… 財源を企業債に最大限求め、また、非常時の対応等への“財政のゆとり”を持たず
水道料金に求めるウェイトを最小化しています。

事故や災害・渇水等の対応のための“財政のゆ
とり“を持たない財政計画として、料金改定幅を
限界まで圧縮しています。

今後の事業に必要となる財源を企業債(借り入
れ)に最大限求めます。
算定期間中(３年）に予定している事業は、原

則として、可能なものは全て企業債に最大限求
めます。

今回の料金改定は、これらの対策を講じたうえ
で、どうしても水道料金に求めざるを得ない部分
について、ご負担をお願いするものです。

物価の上昇や非常時の
対応のためには、一定の
財政の”ゆとり“を持っ
ておく必要がありますが、
今回の料金改定にあたっ
ては、非常時の対応にか
かるゆとりは持たない財
政計画としています。

経営検討委員会では、料金負担の最小化
を図るため、企業債の活用は上限を定めず
最大限活用することを求められました。

Q 料金の改定幅を抑える努力をしたのか？ ③最小の財源確保

12

上限は一時撤廃し、
当初３年は、活用できる限り

ＭＡＸで活用
当初３年に限定して、活用し得る限り最大
活用し、市民負担の抑制を図ります。

（転換点の見極め後に再検証）
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佐世保市 R5年度 533％ ⇒ R10年度 605％

≪企業債残高対給水収益比率（R5年度実績）≫

全国類団６５団体中の上位２０団体

（今後、最大活用により）

≪算定期間の資産維持費（財政のゆとり）≫

算定期間（３年間）の資産維持費 約1.3億円

約２年に一度は渇水危機に直面し、節水対策等による給
水収益の落ち込みに対応するための最低限の額。

・節水広報(自主節水)による節水率 約５％

・直近のR4年度渇水の節水広報の実施期間 約３か月

・直近(R5)の給水収益 約５８億円

・約５８億円÷１２か月＝４.８億円（１ヶ月あたり収益）
・４.８億円×５％×３ヶ月＝0.7億円 （節水広報で想定される減収額）

・0.7憶円×２回≒約1.3億円（３年間で想定しておくべき渇水による減収額）

※渇水の記録は次頁

（資産維持率0.09％）

≪参考：料金算定要領（資産維持費）≫
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≪過去の渇水対策の実績≫

過去４９年間で２２回（ほぼ２年に一度）

14



Q 既に現行料金は高水準。水道料金を引き上げてきた原因は何か？

水源不足による節水型経営や渇水による収支悪化が大きな要因となってきました。A

ひとたび渇水に陥ると、節水の取組みが強
化され、また給水制限によって強制的に使用
水量が制限されます。それにより給水収益が
大幅に落ち込み、その不足財源を確保するた
めに、平成９年度に25％、平成２２年度に
20％の値上げに至っています。

また、ダム温存を
図るため、取水・浄
水コストが高い河川
直接取水を優先する
取水運用を行うなど、
様々な面で節水型の
事業経営を行ってい
ます。

●節水型の事業経営

本市では、可能な限りダム水源の温存
を図るため、「できるだけ配水量を抑え
る経営」が求められています。
給水収益は「量×単価」で決まります

が、現状では「量」に制約があるため、
「単価」に求めざるを得ない状況にあり
ます。

●過去の料金改定(値上げ)は、給水制限を伴う渇水が直接的な原因

H6-7年渇水

断水を伴う約９ヶ月
の給水制限

H9年度

改定率25％

H17・19年渇水

H19は160日間の
減圧給水制限

H22年度

改定率20％

⇒ 節水型経営からの脱却を図っていきたいと考えています。
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≪現行の料金表（２ヶ月あたり料金）≫

≪使用水量の構成(R5調定件数実績)≫

20㎥/月以下
81.47％

・基本水量 10㎥/月（20㎥/２ヶ月）
(基本水量以内は超過料金が生じない）

・超過料金 … 基本水量を超過した水量１㎥につき加算
（水量が多いほど単価が上がる逓増制）

・基本料金 … 1,484円/月
月5㎥以内に節水した場合は減額（864円/月）

※左表の基本料金は１㎥あたりに換算した値

節水型経営のため使用水量が少なく、収益
の増を単価に求めざるを得ない状況です。

16

５㎥以内の場合

８６４円

通常の基本料金

１，４８４円

（２ヶ月 2,968円） （２ヶ月 1,728円）

５㎥以内の場合

８６４円



Q 「節水型経営からの脱却」とは具体的にどういうことか？

できるだけ「単価」に頼らない水道料金の枠組みにシフトしていくこと等を考えています。A
水源不足が解消すれば、現在の「節水を促す料金体系」から「水を使ってもらい易い料金体系」に移行することが可能

となります。

主に、以下のこと等が検討項目になるものと想定しています。

現状は、節水型経
営により、水道使用
者の約半数が月10㎥
以下（約８割が20㎥
以下）の水使用と
なっており、水を多
く使う使用者は非常
に少ない状況です。 単

価
量

節
水

単
価

量

他都市でも、水源確保により配水量を抑
制する必要がなくなったことで、単価の引
き下げを実現した事例があり、本市も目指
していきます。

大分市では、
水源確保の見通
しが立ったこと
から、平均約
５％の値下げを
実現。
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≪他都市（大分市）の事例≫
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Q 石木ダム建設事業と料金改定の関係は？

A 石木ダムが建設できないと、将来の水道料金の負担増に繋がります。
また、現在の水道供給を守ることができなくなるおそれがあります。

ダム本体 取水設備

山の田ダム 旧海軍 明治４０年 １１７年 ６０年

転石ダム 旧海軍 昭和２年 ９７年

菰田ダム 佐世保市 昭和１５年 ８４年

相当ダム 旧海軍 昭和１９年 ８０年

川谷ダム 佐世保市 昭和３０年 ６９年

下の原ダム 佐世保市 昭和４３年 ５６年

法定耐用年数

４０年
８０年

建設主体 建築年次 経過年数

現在本市が運用しているダム取水設備は、戦前に旧海軍が
建設したものも多く、著しく老朽化が進んでいます。

さらに、長年、ダム上
流から流れ込んできた土
砂の堆積が進んでおり、
有効貯水量を土砂が侵食
しています。

ダム取水設備の更新や堆積土砂の浚渫を行
うためには、一度、ダムの水を空にして、数
年間、運用を休止しなければなりません。

●将来の負担増に繋がり得ること

前述のとおり、水源確保は、統廃合等による投
資額の削減の前提条件となっています。

北部エリアの小規模浄
水場の廃止ができるだけ
も、約１２０億円の削減
効果が得られます。

このように、石木ダムが完成しないことが、将来の料金負担を引き上げる要因となり得ます。

●既存ダムの老朽化が著しく進行していますが、水源不足の現状では、更新・改修工事に着手できないこと

●節水型経営からの脱却が困難となること

また、水源不足に伴う節水型の経営が、水道料
金を引き上げてきた大きな要因となってきました。

経営戦略では、今後、節水型経営か
らの脱却を図ることとしていますが、
水源不足が解消されない限り、非常に
難しくなります。

しかし、現状では、
ひとつでもダムを休
止する余裕がなく、
対策に着手すること
が難しい状況です。

現在の水道供給を維持するためにも、水源不
足の解消が不可欠です。
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〇今回の料金改定に占める石木ダム経費の割合

料金算定の根拠となる総括原価(３年間に必要な経費)に
に占める、石木ダム経費の割合は1.5％です。（※右グラフ
参照）

上記のとおり、石木ダム建設にかかる経費は、国庫補助等
の財源手当ての上で、水道事業負担分は企業債の活用により
長期繰り延べて負担することになります。

なお、石木ダム建設にかかる企業債の返済は、すでに現行
料金にも含まれており、今回の料金改定の要因ではありませ
ん。

資料

〇事業費増額による影響は限定的です。

増額分の事業費が現行の財政運営に与える影響は限定的で、
十分に実行可能な範囲と言えます。
（年間の事業費に占める割合は0.5％前後）

また、水道事業会計負担分は、企業債を活用することにによ
り、３０年間で繰り延べて負担することになるため、単年度あたり
の負担額（概算）は右のとおりとなります。

昨年度、長崎県において石木ダム建設事業費の増額が決定
されました。≪285億円⇒420億円（＋135億円）≫

当該事業は、長崎県と本市のアロケーションにより負担するほ
か、本市負担額は、国庫補助や一般会計繰入による財源措置
があります。
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Q 今後の事業経営はどのように進めていくのか？（答申への対応方針）

向こう３年間で経営環境を見極め、新たな経営プランに移行できるよう準備を進めていきます。
当面の料金については、市長部局の財政支援により激変緩和を図ります。A
佐世保市上下水道事業経営検討委員会からの答申では、投資・財政計画や経営努力等を踏まえ、水道事業会計において給水

収益について27.5％の財源確保の妥当性を認めたうえで、４つの付帯意見が示されています。

①節水型経営からの脱却

今後３年間で、水源確保の確実な見通し
を立てるとともに、単価によらない収益確
保について検討と準備を進めること。

答

申

対

応

節水型経営からの脱却においては、石木ダムが予定通りの進捗を
得ることが最重要であるため、長崎県と答申の内容を含めた認識の
共有を図り、工事工程に沿った確実な事業進捗を図ります。

並行して、経営プランや最適な料金体系等について検討を進め、
３年間で一定の結論を導きます。

②政策と事業経営の棲み分け

低所得者層への配慮や産業育成等の政策
的配慮を水道料金に組み込んでいることが
収益の安定性を損なっている。政策として
展開する部分と公営企業の独立採算をすみ
分ける検討を進めること。

答

申

対

応

独立採算の原則に則り、適正な原価に対する公平な負担となる料
金制度の在り方について検討を進めます。

そのうえで、政策的配慮が必要な場合は、どのように区別してい
くべきか、市長部局と一体的に検討し、３年間で一定の結論を得て
いきます。

③普通会計からの支援

答

申

対

応

④広域化

答

申

対

応

値上げにより、市民生活や企業誘致等の
市の発展を阻害する要因となり得ること、
及び、渇水等の非常時に対する財政上の余
力を持たないため、市普通会計からの財政
支援等の政策的対応を強く望む。

答申を受け、市長部局との慎重な協議を重ね、市民生活や企業活
動の激変緩和のため、一般会計から水道事業会計に繰り出しを行う
ことで、１年目△10％、２年目△5％の改定率の圧縮を図った料金
改定案を提案させていだたくこととなりました。

水道はナショナルミニマムでありながら、住まう場所に
よって料金水準に格差がある。また、今回の審議を通じて
佐世保市単独による経営の限界が浮き彫りとなった。

県北の中核市として、広域化の議論が進展するよう、
積極的に県に対して働きかけを行ってまいります。

事業経営の広域化は都道府県の役割であるため、県主導
による経営の広域化を働きけることを要請する。

広域化の実施には、県内各市町それぞれの事情もあ
るため、相応の時間をかけて丁寧な議論を進めていく
必要があるものと考えています。
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